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社会保障審議会少子化対策特別部会 第1次報告  

（放課後児童クラブ部分抜粋）  

平成21年2月24日  

⑤国からの補助の財源は、児童手当制度における事業主拠出金を財源とした、   

裁量的な補助金と位置づけられている。また、現在の国の補助基準額とクラ   

ブ運営に係る責用の実態とに帝離があり、指導員の処遇が厳しい状況にある   

という指摘もある。サービスの利用保障を強化し、また、抜本的な量的拡大   

を図っていく上で、財源面についてどのような仕組みとすることが適当か、   

検討の必要がある。   

⑥ 放課後こどもプラン（留守家庭の子どもの健全育成を目的とした「放課後   

児童クラブ」と、すべての子どもを対象として安全・安心な子どもの活動拠   

点（居場所）を設け、様々な体験活動や交流活動等の取組みを推進する「放   

課後こども教室」を、一体的あるいは連携して実施する総合的な放課後対策）   

を推進していく上で、両事業の一体的な運営を行っている場合の制度上の位   

置づけ（人員配置や専用スペ【スの基準等）をどうしてい〈か、検討の必要   

がある。  

2 放課後児童クラブについて  

（1）現行制度の課題  

○ 放課後児童クラブについては、保育所を利用していた子ども等に対し、小学   

生になった後においても、切れ目なく、保護者が働いている間、子どもが安全   

に安心して過ごせる生活の場を提供する基盤となっている。一方で、全小学校   

区のうち、約3割が未実施となっている。こうした状況を踏まえ、放課後児童   

クラブについては、次世代育成支援のための新たな制度体系においても、両立   

支援系のサービスとして不可欠なものの一つとして位置づけるべきであるが、   

現状については、関係者の意見を踏まえると、以下のような点が課題となって   

いる。  

①保育と同様に、女性の就業率の高まりに応じて必要となる大きな潜在需要  

に対応した放課後児童クラブの量的拡大を抜本的に図っていく上で、場所の  

確保の問題、人材の確保の問題をどうしていくか、検討の必要がある。  

②放課後児童クラブについては、現行法制度上、市町村の事業として実施さ   

れており、また、その実施については市町村の努力義務として位置づけられ   

ており、その実施状況には地域格差が見られ、利用保障が弱い。そして、利   

用方式については、地域によって、市町村がサービス決定しているケースと、   

実施事業者に直接利用申し込みを行うケースが混在している。  

このように、同じ両立支援系のサービスである保育とは大きく異なった法   

制度上の位置づけとなっているが、新たな制度体系において、法制度上の位   

置づけの強化について、どのような対応策が考えられるか、検討の必要があ  

る。  

③対象年齢について、現行制度は小学校3年生までを主な対象としているが、   

小学校高学年も現に一部利用がされている現状があり、制度の対象年齢につ  

いてどう考えるか、検討の必要がある。  

④質の確保については、「ガイドライン」を発出しており、望ましい規模、開  

所時間等について示し、また、国庫補助基準上、一定の条件を課しているが、  

保育所のような法令に基づく最低基準は設けられていない。放課後児童クラ  

ブの質の確保について、新たな制度体系において、どのような基準の内容を  

どのような方法で担保していくべきか、検討の必要がある。  

（2）新たな制度体系における方向性   

○ 放課後児童クラブについては、保護者が働いている間など、子どもが安全に   

安心して過ごせる生活の場として、子どもを預かり、健全な育成を図る事業で   

あり、就学前の保育と並んで、小学校就学期の両立支援系のサービスとして不   

可欠なものであり、地域格差を生じさせることなく、全国的に実施していくべ   

きである。都市部に限らず地方も含め、就学前の保育から切れ目のないサービ   

ス利用が可能となるよう、質の確保を図りながら、低学年を中心としつつも小   

学校全期を対象として量的拡大を図っていくことが重要であり、このような観   

点から、新たな制度体系において位置づけていく必要がある。   

○ 量的拡大を図っていく上では、まず、場所の確保が欠かせない。特に、小学   
校は、移動時の事故等の問題もな〈安全・安心であり、校庭などで他の子ども   

たちなどと触れあうこともでき、引き続き、その積極的活用を図っていく必要   

がある。   

○ 大幅な量的拡大を図っていくためには、人材確保が重要な課題である。現在、   

従事者の勤続年数が短い、指導員の処遇が厳しい状況にあるという指摘も踏ま   

え、財源の確保と併せ、人材確保のための職員の処遇改善等を図っていく必要   

がある。  

その際、地域ボランティア、定年退職者など、多様な人材の参画を求めてい   

くという視点、一方で、指導員と子ども、保護者との問で安定した人間関係が   

築けることがサービスの性格上望ましいという視点に配慮することが必要であ   

る。  
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○ 子どもが良好な環境の下、放課後の時間を過ごせるようしていくべきこと、障  

害児の利用にも積極的に対応していく必要が高まってきていること、現在の国  

の補助基準額とクラブ運営に係る費用の実態とに帝離があるという指摘など  

を踏まえ、サービスの質の維持・向上を図っていく必要があり、財源の確保と  

併せ、そのための基準の要否、そのあり方、担保の方法を検討していくべきで  

ある。  

その際、大幅な量的拡充を図っていく過程であることや事業実施の柔軟性と  

いった観点も併せ考える必要がある。  

また、指導員の養成、専門性の向上に向けた研修の強化を図っていく必要が  

あるとともに、事業に関わる者すべてについて障害児を含めた子どもとの関わ  

りについての研修機会の確保など条件整備をしていくことが重要である。  

○ 以上のような量・質両面からの充実を図っていくため、必要となる制度上の  

位置づけ（市町村の実施責任、サービス利用方式、給付方式等）及び財源のあ  

り方を、さらに検討していくべきである。  

その際、サービス利用保障を強化するための財源保障を強化をする場合には、  

財政規律の観点からの一定のルール（※）が必要となると考えられることに留  

意が必要である。  

※他の制度例では、サービスの利用の要否に係る認定の制度（保育の場合は  

保育にかけるか否かの判断）、給付の限度額の設定、サービスの利用量に応じ  

た利用者負担などがある。  

○ 放課後児童クラブと放課後こども教室との間の関係については、連携を一層   

進めていく必要があるが、一体的運営については、放課後児童クラブを利用す   

る子どもは保護者が働いている間は家に帰るという選択がないことに十分配慮   

する必要があり、一方で、いろいろな子どもとの遊びの機会、サービス利用の   

自由度、効率的な事業実施といった観点から一体的運営に利点がある場合も考   

えられ、放課後こどもプランの実施状況などを十分踏まえながら、対応すべき   

である。  
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＜規制改革推進のための3か年計画（再改定）平成21年3月31日間議決定（抜粋）＞  

2 福祉、保育、介護   

（2）保育分野   

③ その他の保育・子育て支援サービスの拡充  

オ 「放課後子どもプラン」の見直し等  

（ア）「放課後子どもプラン」の推進と見直し  

実施場所の確保については、文部科学省生涯学習政策局長、厚生労働省雇用  

均等・児童家庭局長に加え、文部科学省の初等中等教育局長、大臣官房文教施  

設企画部長の4者連名による通知「『放課後子どもプラン』の推進に当たって  

の関係部局・学校の連携等について」（平成19年3月14日付、18文科生第532  

号・雇児発03140004号通知）を発出するなど、余裕教室を始めとする学校諸  

施設の利用促進に当たり、教育委員会と福祉部局との緊密な連携や小中学校と  

の連携・協力を求めている。しかしながら、現場判断に委ねられる「学校教育  

に支障が生じない限り」という条件が曖昧であるため、余裕教室の利用やプラ  

ンの実施がなかなか進まないという実態がある。  

そのため、関係者の意識改革や、地方公共団体における関係者間の連携に資  

するよう、関係各所の協力を得ながら、学校諸施設について、更なる利用の拡  

大が可能かどうか調査するなど、実施場所の確保のための有効策を早急に実施  

する。【平成21年度措置】（Ⅲ福祉イ⑰b）  

プランについては、引き続き2つの事業の連携を深め、1つの事業として展  

開することの是非も含めて検討し、事業の改善を行う。【速やかに検討開始、  

平成21年4月措置】（Ⅲ福祉イ⑰a）  

併せて、プランにおける実施箇所数の目標達成だけではなく、子どもや保護  

者、地域にとっての質の充実など複合的な効果について検証する仕組みを研究  

する。【速やかに検討開始、平成21年度措置】（Ⅲ福祉イ⑰c）  

（イ）放課後児童クラブの体制整備  

放課後児童クラブについて、顕在化している待機児童問題を解消し、大規模  

クラブの環境を改善するため、クラブの設置・分割を迅速かつ効率的に進めな  

ければならない。厚生労働省では、平成21年度予算の概算要求で、大規模ク  

ラブの解消のための改修費の増など所要の要求を行っているが、それだけでは  

十分とは言えない。したがって、児童の放課後の安全対策や家庭的かつ豊かな   

時間の確保の観点から、クラブ数の増加に向け、小学校の余裕教室、児童館、  

幼稚園等、既存施設の有効活用を一層促進し、クラブ分割を行い、大規模クラ  

ブの解消を速やかに行う。【平成21年度措置】ⅧⅠ福祉イ⑬c）   

また、新待機児童ゼロ作戦では、10年後にクラブの登録児童数を145万人増  

加させるとの目標を掲げているが、実際のクラブ運営には、実施場所等の物理  

的資源や指導員等の人的資源の確保が欠かせない。そのため、新ゼロ作戦の実  

現に向け、量の拡大とともに質の向上を図る観点から、場所と人材の確保も含  

めた具体的な対応策について検討を行い、早急に結論を得、措置を講ずる。【包  

括的な次世代育成支援の枠組みを構築していく中で検討、平成21年度以降、  

結論t措置】（Ⅲ福祉イ⑬d）  
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地方分権改革推進要綱（第1次）（抄）  

平成20年6月20日  

方分権改革推進本部決  

第2 地方分権のための制度・運営の改革の推進  
1 重点行政分野の抜本的見直し   
（1）くらしづくり分野関係  

【幼保・子ども】  

○ 文部科学省の「放課後子ども教室推進事業」と厚生労働省の  
「放課後児童健全育成事業」について、両事業の統合も含めた  
更なる一本化の方向で改善方策を検討し、平成21年度から実  
施する。  

〔文部科学省・厚生労働省〕  
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＜経済財政改革の基本方針2009について（平成21年6月23日閣議決定）抜粋＞  

［：垂更：］  

r中期プログラム」の別漆工程表で示された隷課超のうち201一年度までに実施する豊奉書項  
ミ介 護）  

・ディザービ・ミヤンクー等を樟詔し－た公的常緑一室宅の東條など告遼．勇一憲一－  

・特別兼謹告人ホーム、老人托偉施設、認知一正商斬首ゲ～レーゾ．ホーム等乃緊急整備を逓サ   

ミ1。 t平淡ご1単産第1i転種jE千早き  

2くjO9年膿のブラ．ス3．紙1しり介護擢酬改定に亡る弁護徒努打げ）処遇改密を岡ぞ，丁  

・弁護職員の姓遡改造に取り組む事落着に貯t＿助成を行う，、‡平成ご1年膣第1次軌仁子茸）  

・介護経験し7）なlい鎧樅、打等に叶する職業訓練、潜在的有擬鰍打√〉市乳職責控．喋に漸く弁  

護人材もり架格取梅等一刀キャリアて㌧ ・プ支援な才ナを行う才 一平成ご1軽度第1決繍正子第  

二り09年度の介護報酎改定の事後榛鉦も踏まえ、和睦猟酢の在りふ■「っいて．望兼Lい地   
域白露ケ7▲の観．乾から検討を逓㌔とる】、  

：摂塘しレアト讃す）連携1  

・1賢妹と分権が連携したサー寸’りH隠医す・慧たギ．・の診療報酬圭一介護練乳r）同時改・プ宝く、二j＿11ニ   

払蛮風込〉 に向けた陸封を臆枯説  

［亘：：亘］  

・什会保障爵号・カート一飯軋〉 をコロ11串庶出キヨ遮；ニ潟フ、ナまr そ寸l∴二l乙：；㌻、＆阜横断   

的な頼ぎイヤ集計ユ凍酸の結果を踏まえた制度孟㌢針を行∴‡「  

・あわせて、嘉号・カードを清用した汁念綻障サーl二■スこり殉卜和深の検討を寺号う  

匝療・介嘲   

く医 薫〉  

■地域瞑抒再生のため、5草間程度の基金を駄追暗f掛こ設渡し∴地域全棒でや通牒成下、   

計画に繕・つて．以下の準賽を地域Lワ賽鰭に応じて粟施して、池域降頻再生・隠化引卦㌫   

（平成ご1年度第1次補正千眉）  

一 瞑療機能連携Lりた～く」の施設一 仁1一基盤再整備  

岬 瞑撥機関の役部分担・機能分化の推進  

一 大竿病院等と連携Lた医師派遣機能椚強化  

一 医師事耗作業補隠打の徹夜 等  

・ごり13単庄から爪都道府県医頼計画の改7Eに†紺ナ．急性期降積の新たな際針を棺隠すな  

・＝くJlり年度に見込ま九る診療報酬改定にブヨいて、「選択と集中」巾考ま・lざに基づさ、置き席   

報酬の配分の見底しを行う土：ともに．救急、産科等の体制強化な、ピの、在寮を繰打する山r  

・地域澤口、詰襟稗帆病院・悪≧療所間Lり医師の偏在を是1Eするための効果的なノダ軒没び瞑   

師等人材様様身f策を講ずる。  

・看護師等の専門性を乳こ高めるtしナ・むiニ、医師．と香芝隻師等．り雄緒傾倒が研削紆律沌   

一軍明示・普及し、葦韓範薄．ト轟隠デト所存を明確にし一つ一つ、キーJ．渾席・役刺分担を，禰   

極約に経過す、て）。  

・医療新技術に対応すて）た一蜘り革新的瞑薬品卑しr・開発責建を汚う㌃ L平成：1牟度第1次憾   

土工予算．）  

…がん、小児韓打卜末席終車等♂〝一間発王戊、諒度しり迅速化飢乳か  

【新型イン′7ノンエンザ対策ジ〕た折、全国民分頂こ・りテン開発・鼠蕉期間をきこ晦iこ短  

編する体制（現在1年宰～2軒サ約半年■ を5草炭内に整備するご  

・触発医薬品の使用促進等、医務の効率化を歴める  

・「規制改品推進のためJ｝3か年計画i再改定〉 靂を踏まえ、3011年度当初まで仁一レセプ   

ト爪取則完全サンライン化を膿粟】る。  

妙子化封痢  

・ニれからチ、こ一′もを庵み昏■ごぞ）ことを望むあらゆも世帯に対㍍した新しい子育て支援市3   

度の打りJ′の横言きを進め．税制改厳しり軌句を路烹え一つづ、壱・要な法制上直隠僻を周る  

－ r安心こ㌣も基金j く賞10年産ま‾ご1等により、保昏所・放課練児蛮ケラゾ♂二■整備．家   

事窪的操昏、小娩穣保育な∫′保留ヤーピーく沃1控粍手段√】多様化・供給鉱夫を進めるノ∴モも  

i∴放課連子、しrもプランを推遭すそ．「  

・一時預かFト刃▲－㌣一式しり削喝助成と普及、地域子育て支援拠点等の基盤整鳴な．L∴す・・・こて   

釣了・ども・家庭を対象きt十る子音▲ご支援ゼ・－ビスの整備を腫れ窓。澤戒ニュ軽度薫1次   

隠蔽手許・  

・杜羞恥凄絶琴爪特恥n支援を必要と寸■ミ）子ども逮等へLr柑－…二‘’ノニキ拡充す5「膵癌二l   

単度第1次補正テ鼻：l  

・妊婦隆祭■叫甘甘藷計担を通常足腰．とさ窟、しる1塩田程度圭‾P拡充する．r平成二0年度薫ご欽   

補正子爵や  

・号璃丹生掛瑚耶㍑け－′・‘－ナイフ・′くランL・もう裔草」孜rメそ√、事「行動桁副長に基ノづい   

た取組を搾臆するr。  

・「潜児▼介護棒蕪法l舶の改正致てメ「‡ヒ世代青嶋支援対策楷遽軌lTしn改正キ招まえ，   

ik異にJ訂†る什撃と家庭の両立を逓納5。   

これら釣取組を踏まえ一つつ1劉′lほヨ逮に舞い、「少子化社会相簿七網」を滑走す【5。  

ゼ‘、平成＝0年束縛道予算一幕2弓〕．一半求二1年lメ！コ丁冒）  

劇‘育児妹業、介護休業琴育児ヌ～上王族了卜櫻析l㌣研軌計の洛拉に聞十忘痘闊」ト芋式3年法華零了弓琴rl  

‘㌻ 次雅代常式支援辛潤持運簿」ビュ或15草津闊第1エロ引  

吊訟楕乳群馬数の狩覆11関Lて墓よ，社会保声蠣富農会医療勅梁都会放㌻ヌ艶繚前妻トニおいて常在されも澱   

球報酬投石し「）思車ち一札 に基づき．中央汁全土噂匪楯線条・、、、り狩間・答申与・磋てす；之ノオ7言 

コ1  
5   ∩？  



［二重垂コ  

r中期プログラムjの別添工穐養で示された旛隷書への対応賃の■体化  

技術、効硝化への対応 など   

介護サービス・人材整備群棲j）  

23  

6   



＜放課後児童クラブに係る平成21年度予算の概要＞  

7   



安心こども基金 総額（国費）2500億円  

20年度2次補正予算  

21年度補正予算  

※全体を通じて、地方公共団体が上記の事業を積極的に実施できるよう、臨時交付金で地方公共団体への配慮  

8   



すべての子ども・家虐への支援 一地域子育て創生事業－  

《対象事業》 都道府県又は市町村は、次に掲げる支援について、地域の実情に応じた創意工夫のある取組を実施する。  

（彰地域子育て支援を行うNPO等の活動の立ち上げ支援   

②地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのきめ細かな子育て支援活動を促進するための支援   
③経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育成環境を確保するための支援  
④育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うスタソフの派遣により、育児期の孤立感や育児不安の解消   
図るための支援（家庭支援スタッフ訪問事業）  

（説放課槍里香クラブと放課後子ども敏幸の連携を促進するための支援（放課後手どもプラン連携促進事業）  

⑥病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子どもを預かる社会基盤の構築を促進するための支援  
⑦ファミリー・サポートセンター事業の広域実施や病児・病後児預かり等の実施を促進するための支援  

⑧安心・安全な出産に向けた妊婦等支援教室や家庭訪問等による支援（妊娠出産前支援事業）  
⑨兇魔王畳工支援拠点量墓御慶盟童盛会最盛重量触 るため姐急ゝ＿ム拉喜成支援  

⑯賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や施設後段塗隠全亭威事業量を塞施するための賃借奥等の支援、病児   

■病後児保育事業に係る感染症対策等に必要な備品費等の支援  

※ 各自治体は、「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」を活用することで、上記事業への上乗せや上記以外の独自事業の実施も可能。  

《以下の事業は対象としない》   

○個人に金銭給付を行い、又は保育料等個人の負担を直接的に   
軽減する事業  

○既に実施している事業について、単に当該市町村等の負担を   

軽減するための事業  

○国が別途定める国庫負担金、補助金及び交付金の交付の対象   
となる事業  

○今までに一般財源化された事業  

○認可外保育施設の運営に係る経真の一部を負担し、又は補助   
している事業  

○施設整備を目的とする事業（土地や既存建物の買収、土地の整地  
、職員宿舎の設置等を含む。）  

9   



＜平成21年5月1日現在の71人以上クラブについて、その解消を図ることが困難な理由＞  

解消が困難な理由（場所■人材・予算）の内訳別クラブ数  

ア場所の確保   

が困難  

イ 人材の確保   

が困難  

ウ 予算の確保   

が困難  

平成21年5月1日現在の71人以上クラブのうち、今年度中の解消が困難と回答したクラブについて、その理由について、場所  
等の確保が困難との回答があったのが、634（68％）となっており、これらクラブの理由別内訳を示したもの（複数回答）  

10   



小学校区における放課後児童クラブ実施率（都道府県別）  
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（注）1．小学校数については、平成20年5月1日現在の公立小学校数［分校、ゼロ学級の学校を含む］（文部科学省「学校基本調査速報   

2．放課後児童クラブ実施か所数については、平成20年5月1日現在のか所数（厚生労働省育成環境課調）。   

3．一つの小学校区で放課後児童クラブを複数か所実施することにより、数値が100％を超える場合がある。  11   



小学校1～3年生の児童数に占める放課後児童クラブ登録児童数の割合（都道府県別）  

5
 
 

鍋
 
∩
“
 
 

宮
崎
県
 
 

大
分
県
 
 

熊
本
県
 
 

長
崎
県
 
 

佐
賀
県
 
 

福
岡
県
 
 

高
知
県
 
 

愛
媛
県
 
 

香
川
県
 
 

徳
島
県
 
 

山
口
県
 
 

広
島
県
 
 

岡
山
県
 
 

島
根
県
 
 

鳥
取
県
 
 

和
歌
山
 
 

奈
良
県
 
 

兵
庫
県
 
 

大
阪
府
 
 

京
都
府
 
 

滋
賀
県
 
 

三
重
県
 
 

愛
知
県
 
 

静
岡
県
 
 

岐
阜
県
 
 

長
野
県
 
 

山
梨
県
 
 

福
井
県
 
 

石
川
県
 
 

富
山
県
 
 

新
潟
県
 
 

神
奈
川
 
 

東
京
都
 
 

千
葉
県
 
 

埼
玉
県
 
 

群
馬
県
 
 

栃
木
県
 
 

茨
城
県
 
 

福
島
県
 
 

山
形
県
 
 

秋
田
県
 
 

宮
城
県
 
 

岩
手
県
 
 

青
森
県
 
 

北
海
道
 
 

全
国
 
 

沖
縄
県
 
 

鹿
児
島
県
 
 （注）1．児童数については、平成20年5月粕現在の人数（文部科学省「学校基本調査速報」）警   

2．放課後児童クラブ登録児童数については、平成20年5月1日現在の人数（厚生労働省育成環境課調）   
3．割合については、児童数（小学校1～3年生）に対する登録児童数（小学校1～3年生）の割合。  12   
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